
 

 

細則第７号様式の４（第２条第 18 号の４） 
《記入例》 

 
土壌汚染有害物質使用地に係る土壌調査報告書 

 
平成○○年○○月○○日   

   （報告先）  
      横浜市長 

                報告者   住  所 横浜市○区○○町○-○-○          

                         株式会社○○○ 横浜事業所  

                    氏  名 代表取締役社長 ○○ ○○ 

                         （法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  
 
  横浜市生活環境の保全等に関する条例第 65 条の４第 3 項の規定により次のとおり報告 

社 印 等 は

不要です 

します。 

 
 名   称 

 
株式会社○○○ 横浜事業所 

 
 
事業所の名称等 
  

 所 在 地 
 
 横浜市○区○○町○○番地 

 
 調査の種類 

 
調査対象物質・調査地点・試料採取方法等 

 
  調査実施期間 

 
 
表土調査 

別紙(１)のとおり 
 
 
 
                              

 
平成○年○月○日 
         ～ 
平成○年○月○日 

 
 
土壌ｶﾞｽ調査 

別紙(１)のとおり 
 

 
平成○年○月○日 
         ～     
平成○年○月○日 

 
 

ﾎ ﾞ ｰ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ調査 

別紙( )のとおり 
 

 

 
    年  月   日 
         ～     
     年  月   日

 
 
地下水調査 

別紙( )のとおり 
 

①  調査機関の概要 

②  調査対象地の概要 

③  調査対象物質 

④  調査結果 

⑤  調査スケジュール など 

 

 
    年  月   日 
         ～       

年  月  日 

 
 
その他調査 

別紙( )のとおり 
 
 
 

 
    年  月   日 
         ～     
    年  月  日 

連 
 

絡 
 

先 

 

表層土壌調査で基準超過がみられたため、

ボーリング調査まで実施した場合はボー

リング調査結果も併せて報告できます。 

    株式会社○○○ 横浜事業所  環境保全部環境管理室 
 
                   担当者氏名 ○○ ○○             
                               電話番号  123-4567（内線）   

該当しない調査は斜

線を引いてください 

 備考 １ 事業所の名称等には、事業所の案内図を添付してください。 
     ２ 調査事項には配置図、調査地点図等を添付してください。 
                                       （Ａ４） 


